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議案第 41号 

 

 

令和 6年度湖西市公共下水道事業会計予算 

 

（総則） 

第 1条 令和 6年度湖西市公共下水道事業会計予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第 2条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

(1) 排 水 戸 数 9,450 戸 

(2) 年 間 総 処 理 水 量 2,508,000 ㎥ 

(3) 一日平均処理水量 6,870 ㎥ 

(4) 主要な建設改良事業 管路建設改良工事    布設延長  1,350 ｍ 

 

（収益的収入及び支出） 

第 3条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

収     入 

第 1款 下 水 道 事 業 収 益 1,297,250千円 

第 1項 営 業 収 益 396,279千円 

第 2項 営 業 外 収 益 900,970千円 

第 3項 特 別 利 益 1千円 

支     出 

第 1款 下 水 道 事 業 費 用 1,270,746千円 

第 1項 営 業 費 用 1,119,827千円 

第 2項 営 業 外 費 用 149,589千円 

第 3項 特 別 損 失 330千円 

第 4項 予 備 費 1,000千円 

 

（資本的収入及び支出） 

第 4条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資

本的支出額に対し不足する額 273,809 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資

本的収支調整額 79,237 千円、過年度分損益勘定留保資金 137,409 千円並びに当年

度分損益勘定留保資金 57,163千円で補填するものとする。） 



収     入 

第 1款 資 本 的 収 入 1,410,801千円 

第 1項 企 業 債 929,800千円 

第 3項 他 会 計 出 資 金 87,017千円 

第 5項 他 会 計 補 助 金 23,595千円 

第 7項 補 助 金 352,826千円 

第 8項 負担金及び分担金 17,563千円 

支     出 

第 1款 資 本 的 支 出 1,684,610千円 

第 1項 建 設 改 良 費 908,768千円 

第 2項 企 業 債 償 還 金 775,842千円 

 

（債務負担行為） 

第 5条 債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとお

りと定める。 

事   項 期   間 限 度 額 

湖西浄化センター汚泥処理棟耐震

工事委託に関する協定 
令和 7年度～令和 7年度 140,000千円 

水質管理業務 湖西浄化センター 令和 6年度～令和 7年度 2,860千円 

 

（企業債） 

第 6条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定

める。 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法 

公共下水道

事業債 
452,600千円 証書借入等 

5.0％以内（ただ

し、利率見直し

方式で借り入れ

る政府資金及び

地方公共団体金

借入先の融資

条件による。

ただし、企業

財政の都合に

より償還期限



資本費平準

化債 
477,200千円 

融機構資金につ

いて、利率の見

直しを行った後

においては当該

見 直 し 後 の 利

率） 

を短縮し、若

しくは繰上償

還又は低利に

借り換えるこ

とができる。 

計 929,800千円    

 

（一時借入金） 

第 7条 一時借入金の限度額は、200,000千円と定める。 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第 8条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用

し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経な

ければならない。 

(1) 職 員 給 与 費 80,977千円 

 

（他会計からの補助金） 

第 9条 一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、532,983千円である。 

 

令和 6年 2月 16日提出 

 

 

湖西市長 影 山 剛 士 



 



公共下水道事業会計予算説明書



収  入 （単位　千円）

予 定 額 備　　　考

1. 下水道事業収益 1,297,250

1. 営業収益 396,279

1. 下水道使用料 396,172

6. その他営業収益 107 占用料、指定工事店手数料

2. 営業外収益 900,970

2. 他会計補助金 45,369 一般会計補助金

3. 他会計負担金 478,619 一般会計負担金及び補償金等

4. 長期前受金戻入 354,975 償却資産に対する長期前受金

5. 消費税及び地方消費税還付金 22,000

6. 雑収益 7 管網図コピー代

3. 特別利益 1

2. 過年度損益修正益 1

支  出 （単位　千円）

予 定 額 備　　　考

1. 下水道事業費用 1,270,746

1. 営業費用 1,119,827

1. 管渠費 5,426 使用料及び賃借料、修繕費

2. 処理場及びポンプ場費 318,983 委託料、修繕費、動力費、薬品費等

4. 総係費 132,524 給料、手当、報償費、委託料等

5. 減価償却費 652,894

6. 資産減耗費 10,000 固定資産除却費

2. 営業外費用 149,589

1. 支払利息及び企業債取扱諸費 149,587 企業債利息、借入金利息

2. 消費税及び地方消費税 1

3. 雑支出 1 過年度還付加算金

3. 特別損失 330

2. 過年度損益修正損 330 使用料の過年度還付金等

4. 予備費 1,000

1. 予備費 1,000

令和6年度　湖西市公共下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

 款 項 目

 款 項 目



収  入 （単位　千円）

予 定 額 備　　　考

1. 資本的収入 1,410,801

1. 企業債 929,800

1. 企業債 929,800

3. 他会計出資金 87,017

1. 他会計出資金 87,017 一般会計出資金

5. 他会計補助金 23,595

1. 他会計補助金 23,595 一般会計補助金

7. 補助金 352,826

1. 国庫補助金 352,826

8. 負担金及び分担金 17,563

1. 受益者負担金 17,094

3. 区域外流入分担金 469

支  出 （単位　千円）

予 定 額 備　　　考

1. 資本的支出 1,684,610

1. 建設改良費 908,768

1. 管路建設改良費 473,017 給料、手当、委託料、工事請負費等

2. 処理場及びポンプ場建設改良費 435,500 委託料

3. 固定資産購入費 251

2. 企業債償還金 775,842

1. 企業債償還金 775,842 企業債元金償還金

資 本 的 収 入 及 び 支 出

 款 項 目

 款 項 目

公共下水道事業会計　　　



（単位　円）

1　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益又は純損失（△） 1,232,542

　　　減価償却費 652,894,000

　　　長期前受金戻入（△） △ 354,975,000

　　　賞与等引当金の増加額又は減少額（△） △ 114,000

　　　貸倒引当金の増加額又は減少額（△） 143,730

       固定資産除却費 10,000,000

　　　未収金の増加額（△）又は減少額 29,921,781

　　　未払金の増加額又は減少額（△） 831,080

　　　支払利息及び企業債取扱諸費 149,587,000

　　　小　　計 489,521,133

　　　利息の支払額 △ 149,587,000

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 339,934,133

2　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　固定資産の取得による支出（△） △ 829,550,732

　　　国庫補助金による収入 320,750,910

　　　受益者負担金等による収入 15,966,363

　　　一般会計からの繰入金による収入 23,595,000

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 469,238,459

3　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 929,800,000

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出（△） △ 775,842,000

　　　一般会計からの出資による収入 87,017,000

　　財務活動によるキャッシュ・フロー 240,975,000

　　資金増加額又は減少額（△） 111,670,674

　　資金期首残高 234,586,581

　　資金期末残高 346,257,255

令和6年度  湖西市公共下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

(令和6年4月1日から令和7年3月31日まで)



特別職 一般職 報酬 給料 手当等

損益勘定
支弁職員

0 6 0 23,862 14,232 38,094 11,747

資本勘定
支弁職員

0 4 0 14,711 9,669 24,380 6,756

合　計 0 10 0 38,573 23,901 62,474 18,503

損益勘定
支弁職員

0 6 0 24,011 14,136 38,147 11,767

資本勘定
支弁職員

0 5 0 16,656 10,455 27,111 8,072

合　計 0 11 0 40,667 24,591 65,258 19,839

損益勘定
支弁職員

0 0 0 △ 149 96 △ 53 △ 20

資本勘定
支弁職員

0 △ 1 0 △ 1,945 △ 786 △ 2,731 △ 1,316

合　計 0 △ 1 0 △ 2,094 △ 690 △ 2,784 △ 1,336

本年度 1,344 714 1,220 612 630 2 16

前年度 1,344 336 1,272 912 698 2 16

比　較 0 378 △ 52 △ 300 △ 68 0 0

本年度 0 8,497 7,082 0 0 0 220

前年度 0 8,835 7,438 0 0 0 0

比　較 0 △ 338 △ 356 0 0 0 220

35,183

85,097

△ 73

△ 4,047

△ 4,120

法定
福利費

合　計

49,841

31,136

80,977

49,914

時間外勤務

3,564

3,738

△ 174

宿日直 災害派遣 管理職特別勤務

通勤 特殊勤務

児童

0

0

0

休日勤務扶養 地域 住居

勤勉 単身赴任期末

本
　
年
　
度

前
　
年
　
度

比
　
較

手
　
当
　
等
　
の
　
内
　
訳

区　分 管理職

区　分 夜間勤務

1　総括

　給　与　費　明　細　書

（単位　千円）

区　分
職　員　数（人） 給　　　　　　与　　　　　　費

計

公共下水道事業会計　　　



（単位　千円）

区　分 増　減　額

405

347

△ 2,846

497

△ 1,187

（単位　円）

平均給料月額

平均給与月額

平均年齢（歳）

（単位　円）

区分

高校卒 1-9 170,900 1-5 166,600

短大卒 1-19 184,600 1-15 179,100

大学卒 1-29 202,400 1-25 196,200

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

1級 1 10.0 1級 2 18.2

2級 1 10.0 2級 1 9.1

3級 2 20.0 3級 3 27.2

4級 2 20.0 4級 1 9.1

5級 2 20.0 5級 2 18.2

6級 1 10.0 6級 1 9.1

7級 1 10.0 7級 1 9.1

8級 0 0.0 8級 0 0.0

計 10 100.0 計 11 100.0

△ 2,094

△ 690

その他の増減分

その他の増減分

一般行政職

制度改正に伴う増減分

45歳12月

令和6年１月１日現在区　　分

320,656

増　減　事　由　別　内　訳

給料 昇給に伴う増加分

期末・勤勉手当支給率の増加

説　明

令和5年人事院勧告に準じた改定

平均昇給率0.96％

手当等

一般行政職

区分

一般行政職

2　給料及び手当等の増減額の明細

3　給料及び手当等の状況

（1）　職員１人当たり給与

令和5年１月１日現在

給与改定に伴う増減分

令和6年１月１日現在

（3）　級別職員数

（2）　初任給

令和5年１月１日現在

307,160

341,266357,840

国の制度

43歳5月



1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級

主事
技師

副主任 主任 主査 係長
課長代理

主幹
課長 部長

本年度 前年度

　職員数　　　　　　 (A) 10 11

　昇給に係る職員数 (B) 9 10

1号給 0 0

2号給 2 2

3号給 0 0

4号給 7 8

(B)/(A) 90.0% 90.9%

6月 12月

2.250 2.250 4.50

2.200 2.200 4.40

2.250 2.250 4.50

20年
勤続の者

25年
勤続の者

35年
勤続の者

最高限度

24.586875 33.27075 47.709 47.709

24.586875 33.27075 47.709 47.709

　（級別の標準的な職務内容）

（4）　昇給

（5）　期末手当・勤勉手当

（6）　定年退職及び勧奨退職に係わる退職手当

定年前早期
退職特例措置

支給率計
職務上の段階、職務の
級等による加算措置

有

有

有

その他の加算措置等

　比率　　　　　　　

　号給数別内訳

区　　　　　　分

一
　
般
　
行
　
政
　
職

支給期別支給率
区 分

（単位　月分）

（単位　人）

区分

一般行政職

国の制度

支給率等

国の制度

区　　分

本年度

前年度

（単位　月分）

公共下水道事業会計　　　



（7）　地域手当

支給対象地域 市　全　域

支給率（％） 3.0

支給対象職員数（人） 10

（8）　特殊勤務手当 （単位　％）

区　　　　分 一般行政職

給料総額に対する比率 0.1

支給対象職員の比率 60.0

代表的な特殊勤務手当の名称 滞納整理事務手当

（9）　その他の手当

区　　　　分 国の制度との差異 差異の内容

扶養手当 同

住居手当 同

通勤手当 異 自動車等の使用者細分化



国県支出金 地方債 その他

( 308 )

304

( 305,000 )

140,000

( 300,000 )

300,000

( 480,000 )

480,000

( 2,860 )

2,860

( 5,288 )

5,288

( 168 )

168

( 6,900 )

6,900

～令和９年度 4,113 0クラウド使用料 令和 5年度～

ＡＥＤリース料 令和 5年度～ 41 ～令和９年度

0

127

水質管理業務 湖西浄化セン
ター

令和 6年度～ 0 ～令和7年度 2,860

127 0

1,175 0 4,113

0 0

湖西浄化センター汚泥脱水
設備機械更新工事委託に関
する協定

令和 6年度～ 240,000 ～令和7年度 240,000

0 0

下水道工事積算システムリー
ス料

令和 5年度～ 1,035 ～令和10年度 5,865 0 0 5,865

304

※「限度額」欄中、上段(　）書は議決限度額、下段は債務決定額又は債務見込額

有毒ガス検知器リース料 令和 4年度～ 0 ～令和７年度

湖西浄化センター汚泥処理
棟耐震工事委託に関する協
定

0

2,8600

令和  年度～ 0 ～令和7年度 140,000

0

期　間 金　額期　間 金　額 自己財源

債務負担行為に関する調書

事　　項 限度額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払
義務発生予定額

左の財源内訳

（単位　千円）

特定財源

湖西浄化センター汚泥脱水
系電気更新工事委託に関す
る協定

令和 6年度～ 150,000 ～令和7年度 150,000 82,500

304

0

0

0

0

0 0

77,000

0

110,750

67,500 0

129,250

63,000

公共下水道事業会計　　　



円 円 円 円

1

(1)

ア 土地 2,525,001,618

イ 建物 2,035,450,997

減価償却累計額 △ 276,256,687 1,759,194,310

ウ 構築物 23,516,705,059

減価償却累計額 △ 3,637,810,366 19,878,894,693

エ 機械及び装置 1,597,300,182

減価償却累計額 △ 1,002,270,510 595,029,672

オ 車両運搬具 949,301

減価償却累計額 △ 723,184 226,117

カ 工具・器具及び備品 10,278,991

減価償却累計額 △ 9,085,687 1,193,304

キ 建設仮勘定 400,672,273

25,160,211,987

(2)

ア その他無形固定資産 0

0

25,160,211,987

2

(1)

ア 現金 20,000

イ 預金 346,237,255

346,257,255

(2)

ア 営業未収金 19,089,650

イ 営業外未収金 42,535,896

61,625,546

△ 894,468 60,731,078

(3) 30,000

407,018,333

25,567,230,320

無形固定資産合計

資 産 合 計

現金預金合計

未収金

未収金合計

貸倒引当金

有価証券

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

　流 動 資 産

現金預金

令和6年度　湖西市公共下水道事業予定貸借対照表

（令和7年3月31日）

資    産    の    部

　固 定 資 産

有形固定資産

有形固定資産合計

無形固定資産



円 円 円 円

3

(1)

ア
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

9,256,950,827

イ その他の企業債 1,440,000

9,258,390,827

9,258,390,827

4

(1)

ア
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

779,816,308

イ その他の企業債 720,000

780,536,308

(2)

ア 営業未払金 47,315,827

47,315,827

(3)

ア 賞与引当金 5,226,000

イ 法定福利費引当金 1,013,000

6,239,000

(4)

ア 預り金 570,000

イ 預り有価証券 30,000

ウ 還付預り金 92,843

692,843

834,783,978

5

(1)

ア 受贈財産評価額 419,111,812

収益化累計額 △ 64,635,411 354,476,401

イ 受益者負担金 1,046,582,854

収益化累計額 △ 155,087,973 891,494,881

ウ 工事負担金 624,468

収益化累計額 △ 16,000 608,468

エ 国庫補助金 10,244,721,844

収益化累計額 △ 1,991,721,463 8,253,000,381

オ 県補助金 35,468,397

収益化累計額 △ 6,747,590 28,720,807

カ 他会計補助金 2,947,102,598

収益化累計額 △ 525,680,905 2,421,421,693

キ 区域外流入分担金 34,926,017

収益化累計額 △ 2,133,601 32,792,416

ク 建設仮勘定 71,527,881

12,054,042,928

12,054,042,928

22,147,217,733

預り金

預り金合計

流 動 負 債 合 計

　繰 延 収 益

長期前受金合計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

固 定 負 債 合 計

　流 動 負 債

未払金

未払金合計

引当金

負    債    の    部

　固 定 負 債

企業債

企業債合計

長期前受金

引当金合計

企業債

企業債合計

公共下水道事業会計　　　



円 円 円 円

6

(1)

ア 固有資本金 1,495,902,296

イ 繰入資本金 347,955,000

1,843,857,296

1,843,857,296

7

(1)

ア 受贈財産評価額 132,002,949

イ 国庫補助金 1,163,510,948

ウ 他会計補助金 144,935,294

1,440,449,191

(2)

ア
当年度未処分
利益剰余金

135,706,100

135,706,100

1,576,155,291

3,420,012,587

25,567,230,320

資本剰余金

　資 本 金

利益剰余金

利益剰余金合計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資本金

資本金合計

資 本 金 合 計

　剰 余 金

資本剰余金合計

資    本    の    部



円 円 円

1　営 業 収 益

　（1） 下水道使用料 352,074,546

　（3） その他営業収益 107,000 352,181,546

2　営 業 費 用

　（1） 管渠費 3,662,364

　（2） 処理場及びポンプ場費 327,838,460

　（3） 総係費 98,715,734

　（4） 減価償却費 646,116,000

  営業損失 724,151,012

3　営 業 外 収 益

　（1） 他会計補助金 504,147,000

　（2） 長期前受金戻入 356,351,000

　（3） 雑収益 19,759 860,517,759

4　営 業 外 費 用

　（1） 支払利息及び企業債取扱諸費 142,156,000

　（2） 雑支出 3,438,908 145,594,908 714,922,851

　経常損失 9,228,161

5　特 別 利 益

　（1） 過年度損益修正益 910 910

6　特 別 損 失

　（1） 過年度損益修正損 302,728 302,728 △ 301,818

　当年度純損失 9,529,979

　前年度繰越利益剰余金 166,740,724

　当年度未処分利益剰余金 157,210,745

　　令和5年度　湖西市公共下水道事業予定損益計算書

（令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）

公共下水道事業会計　　　



円 円 円 円

1

(1)

ア 土地 2,525,001,618

イ 建物 2,035,450,997

減価償却累計額 △ 228,666,687 1,806,784,310

ウ 構築物 23,095,583,782

減価償却累計額 △ 3,090,130,883 20,005,452,899

エ 機械及び装置 1,597,300,182

減価償却累計額 △ 947,099,510 650,200,672

オ 車両運搬具 949,301

減価償却累計額 △ 542,184 407,117

カ 工具・器具及び備品 10,050,809

減価償却累計額 △ 8,852,687 1,198,122

キ 建設仮勘定 2,471,000

24,991,515,738

(2)

ア その他無形固定資産 2,039,517

2,039,517

24,993,555,255

2
(1)

ア 現金 20,000

イ 預金 234,566,581

234,586,581

(2)

ア 営業未収金 30,010,492

イ 営業外未収金 61,536,835

91,547,327

△ 750,738 90,796,589

(3) 30,000

325,413,170

25,318,968,425

無形固定資産

無形固定資産合計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

現金預金

現金預金合計

未収金

未収金合計

貸倒引当金

有価証券

令和5年度　湖西市公共下水道事業予定貸借対照表

（令和6年3月31日）

資    産    の    部

　固 定 資 産

有形固定資産

有形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

　流 動 資 産



円 円 円 円

3

(1)

ア
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

9,106,967,135

イ その他の企業債 2,160,000

9,109,127,135

9,109,127,135

4

(1)

ア
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

775,122,000

イ その他の企業債 720,000

775,842,000

(2)

ア 営業未払金 23,747,560

23,747,560

(3)

ア 賞与引当金 5,322,000

イ 法定福利費引当金 1,031,000

6,353,000

(4)

ア 預り金 570,000

イ 預り有価証券 30,000

ウ 還付預り金 92,843

692,843

806,635,403

5

(1)

ア 受贈財産評価額 419,111,812

収益化累計額 △ 55,401,411 363,710,401

イ 受益者負担金 1,031,042,854

収益化累計額 △ 131,650,973 899,391,881

ウ 工事負担金 624,468

収益化累計額 0 624,468

エ 国庫補助金 9,923,970,934

収益化累計額 △ 1,741,494,463 8,182,476,471

オ 県補助金 35,468,397

収益化累計額 △ 5,996,590 29,471,807

カ 他会計補助金 2,923,507,598

収益化累計額 △ 454,993,905 2,468,513,693

キ 区域外流入分担金 34,499,654

収益化累計額 △ 1,510,601 32,989,053

ク 建設仮勘定 71,527,881

12,048,705,655

12,048,705,655

21,964,468,193

預り金

預り金合計

流 動 負 債 合 計

　繰 延 収 益

長期前受金

長期前受金合計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

固 定 負 債 合 計

　流 動 負 債

企業債

企業債合計

未払金

未払金合計

負    債    の    部

　固 定 負 債

企業債

企業債合計

引当金

引当金合計

公共下水道事業会計　　　



円 円 円 円

6

(1)

ア 固有資本金 1,495,902,296

イ 繰入資本金 260,938,000

1,756,840,296

1,756,840,296

7

(1)

ア 受贈財産評価額 132,002,949

イ 国庫補助金 1,163,510,948

ウ 他会計補助金 144,935,294

1,440,449,191

(2)

ア
当年度未処分
利益剰余金

157,210,745

157,210,745

1,597,659,936

3,354,500,232

25,318,968,425

資本剰余金

　資 本 金

利益剰余金

利益剰余金合計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資本金

資本金合計

資 本 金 合 計

　剰 余 金

資本剰余金合計

資    本    の    部



Ⅰ　重要な会計方針に係る事項

1　固定資産の減価償却の方法

（1）　有形固定資産（リース資産を除く）

・減価償却の方法 定額法

・主な耐用年数 建物 18～50年

構築物 30～50年

機械及び装置 3～20年

車両運搬具 2～4年

工具・器具及び備品 3～15年

（2）　無形固定資産（リース資産を除く）

・減価償却の方法 定額法

2　引当金の計上基準

（1）　貸倒引当金

（2）　退職給付引当金

（3）　賞与引当金及び法定福利費引当金

Ⅱ　予定貸借対照表等関連

企業債の償還に係る他会計の負担

Ⅲ　リース契約により使用する固定資産

オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額

1年内 1,380 千円

1年超 4,485 千円

計 5,865 千円

注　記

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込み額を計上している。

　毎事業年度支払う静岡県市町総合事務組合の負担金を除き、一般会計がその全額を負担すること
になっているため、退職給付引当金は計上していない。

　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末にお
ける支給(支払)見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額（12月から3月までの4か月分）を計上
している。

　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定の
ものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれている額は、8,890,637千円である。

公共下水道事業会計　　　



 


